































































































































































































































































































増加逓増 低　　い 増加逓増 V財生産を減らしてもxを
ﾌ売に供する。増加逓減 高　　い 増加逓減
増加逓増 低　　い 増加逓減 V財増産後の余剰分につい
ﾄのみ販売増加逓減 高　　い 増加逓増






















∂X ＝　Pz－一一　　　　∂ズdx dZ ∂ズ　　dx
一一 ｿPx＝0
これを整理すると
Pz
∂Z
＝Pr十
dC，，。　（Z）　　∂Z
∂ズ dZ ∂ズ
・・・・・… @α7）
が得られる。つまり、Z財用のxに関してZ財の限界収入は、　Z財の限界組立費用とxの
価格の和に等しくなる必要があるということである。上式で等号が成立するには、Pxの
値がxの限界費用そのものである必要がある。A企業が提携に入ろうとする場合にはこの
要件をみたしたうえで行われる。従って市場価格とAB企業が内生した時の費用比較の問
題になる。仮にAB企業の部品xに関する費用を逓減と考えれば
　　　　　　Px’〉内生限界費用
ならば、AB企業はA企業をはじめとする外部から調達する。これが提携の継続インセン
ティブになる。また
　　　　　　Pr’＜内生限界費用
ならば、AB企業は内生化を考える。
　逆に費用逓増ならば、全く逆の解釈になる。つまり（Px’く内生限界費用）ならば、
外部からの購入が継続され、これが提携の継続インセンティブになる。
　また同様にyに関して
Pz
∂Z dCAe．　（Z）　∂Z
∂ジ
≧P．十
　　　　　dZ 一　∂y卿
ただしy”＝βy
・・・・・…@a8
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　ゆえに提携業務が継続されていくたあには、⑬＝亀の　㈲＝a⑤aの　a8全てが満たされて
いる必要がある。
最後にα＝1のとき、つまり既存のV財の生産をやめxの販売に特化する場合である。
これはλ1≧0　かつ　λ2＝0の場合である。その時の利潤極大化条件
（∂LπA）／（∂x）＝0　から
dCAC（x）
Pr＝ dx
となり、よく知られた結果が得られる。つまり、部品x販売に専念するには、xの価格が
限界費用に等しくなる水準で生産量が決定される。
（4）小　括
　この直接的な提携の効果をもとめる企業同士の提携の均衡からは、逆説的にわかったこ
とがある。それは、利潤極大化条件のもとで提携が成立するには、提携を行う以前にxや
y、V、　Wについての最適な生産が行われていなかったという要件が必要であった。現実
的に経営スラックの発生や資源の非最適配分に伴う生産能力の過剰、最適化への機会が得
られないなどがケースとして考えられる。また経済的要素以外の問題（例えば各種規制
等）により、機会が得られず準最適な形で止まっている場合もそうであろう。
　またこうした提携が継続されていくには、合弁会社が部品x、y生産に関して内部で生
産するよりも外部から購入するほうが有利でなければならない。それは費用逓減であれば
（p．’〉内生限界費用）、費用逓増であれば（p．’＜内生限界費用）の状態であった。
これはその部品生産に関してノウハウはわかっているものの内生によって対応すべき水準
（量）ではない場合、もしくはその優越的な生産ノウハウを未だ入手していない場合と解
釈される。これはAB企業に限らず、　A企業がyの優越的生産方法、　B企業がxの優越的
生産方法を知らないがゆえに、それぞれがZ財を内生化しない理由として挙げられる。仮
にこの提携を通じてそうしたノウハウが獲得できれば、さらに大きな機会が与えられるこ
とになる。
　つまり提携が成立する背景には、A企業、　B企業、　AB企業において生産関数が異なる
tl］という条件が基本的に必要である。提携はそうした比較優位への特化の一手段と考え
られるのである。仮にこれらが同一であればひとつの企業内で生産を行うインセンティブ
が生まれる。
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　そして逆説的に考えられるのは、意図的に最適状態から提携を行う場合である。つまり
比較優位の所持を提携の機会発生要因とするならば、提携状態の維持は相手企業の持っ比
較優位の獲得と考えられるのである。従って、提携戦略は、提携による直接的な売上効果
や費用低減効果は過去の調整的意味あいを持っ一方で、将来に対しては短期的な利潤極大
化以外の目的が考えられる。つまり
　　　［過去］
（a）非最適状態一（提携）→
（b）
［現在］　　　　　　［未来］
最適状態
最適状態一（提携）→種蒔き
という構図が見えてくるのである。これについては次章で検討する。
　この考察で出来なかった問題がある。それは基本的に部品x，yの間で、代替性を仮定
していた点である。仮に全く代替性を認めないならば、線型計画の問題に帰着する。また
最終財V，W，　Zについての財の関係についてである。財の補完性、代替性についは議論
できなかった。もしこれを発展させるときには、逆需要関数をいれて考えるのもひとつの
方法であろう。そして短期的な視点での分析を行うこの節では、生産能力の制約をも考察
すべきであった。
2章戦略的提携の目的
　戦略的提携に関する議論は盛んであり、多くのメリット・デメリットに関する議論も出
されているc2］。こうしたメリットを導出する方法［3］のひとつとしていわゆる「中間組
織」に関する議論がある。提携という（組織）形態もその継続性の度合いや多面性からい
わゆる「中間組織」形態のひとつとして考えられる。
　例えばStinchcombe［1990｝は、市場のもつ弾力性（flexibilities）と組織のもつ確実性
（certainty）を合わせ持つような契約（組織）の構築を考えている。その契約とはある程
度の継続性を持つゆえに、いわゆる「中間組織」として考えられる。従ってヒエラルキー
組織を出発点として考えれば、中間組織への移行は不確実性の増大と弾力性の獲得を意味
する。
　さてその不確実性であるが、それは取引相手に関する不確実性・費用の不確実性・成果
の不確実柱によって構成される。それは意思決定に到るまでの調整タスクの増加を意味す
ると考える。一方弾力性の増加は環境変化に対する意思決定以降の行動の迅速化を意味す
る。ゆえに〔機会の発生一意思決定一行動〕という一連の流れのなかで、提携等のメリッ
トを強調するには機会の発生から意思決定に到る過程を円滑に行わなければならない。以
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下ではメリットと管理の困難にっいてもう少し詳しく検討してみる。
　まず具体的にあげられる提携のメリットには大きく直接的・間接的な利益に分けること
ができる。直接的利益は提携そのものから一次的に得られる費用・リスク逓減、売上増加
などである。一方間接的利益は提携を通して得られた資源・能力を他に活用することによ
って得られる効果であり、これが将来の環境変化に対する行動の弾力化を導く。なぜなら
本質的に保有する資源の量・幅を提携によって増加させるからである。近年の戦略的提携
の議論では、この資源を情報資源として抽象化・考えるものが多い【4］。つまり実際の資
源を所有せずとも、環境に応じて即座に必要な資源獲得をできるように情報を所有、ある
いは情報に接近（アクセス）しておくのである。例えばKanter［1989］では、提携の形態を
service，　opportunity，　stakeholderの3形態に分類しているが、前者2つは稀少サービス
・機会への接近を目的としたものである。具体的に考えれば技術であれば先端の研究動向
を常にモニタリングすることになるし、新規市場開拓を考えるのであれば、その市場に詳
しい企業との接近（アクセス）状態を維持するのである。また稀少原材料であればそのア
クセスの方法や売手との多少の取引関係の維持を図るのである。
　従って提携の維持はこうしたモニタリング活動の一つとも考えられる。このモニタリン
グの結果、実際に投資をしたときにその生産に強みを持つ企業と同様の生産ができたなら
ば〔5】この企業は市場への参入・取引継続を獲得したことになる。これは市場からの退出
時に埋没費用と化す可能性が高いので、contestable　market　theoryによれば他社に対す
る実質的な参入障壁と自社の退出インセンティブを無くすことになり、市場は持続可能
（sustainble）な状態となり、企業の永続性が得られることになる。前章で得られた過去
の不均衡状態の解消という目的と合わせて考えれば、提携の目的関係は以下のようにまと
められる。
提携〔一盃灘嚇リスクの逓減）〕、
　　　　　　　　　　↑　　　　　　　　　　　　　　　v
　　　技術やノウハウなどの情報量の増大　　　　競争力の獲得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成果の向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・絶対的な売上の増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・効率性については次の問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（配分の問題）
　一方提携の調整局面の難しさは、多くの事例が最初の提携形態を維持している場合が少
ないことでも理解できる。例えば日本における海外企業と日本企業の提携は、やがて日本
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市場への進出を強く望む海外企業側が主導権を持つような組織形態に移行する場合が少な
くない［61。
　理論的に考えるならば、前章で示した通り提携に入る経済合理性は限られたものとなる。
また一旦提携によって得られた合理的状態は、環境変化によってたやすく変化することが
考えられ、それによってその提携関係が合理的でないということが発生することは十分考
えうる。寺本・神田［1991］は提携の管理について
　　補完性・接近性←⇒戦略目的tv→調整機能←⇒互報性
というフレームワークを示しているが、提携前の条件の多さは補完性・接近性の問題につ
ながる。また調整機能・互報性は環境変化に伴う提携条件の変化の都度検討されるべきル
ーチンである。従って近年の急速な環境変化を考えるならば、ひとっの提携の成立の難し
さ、その形態維持の難しさの両方が存在しうる。従って現実の事例が、一方的成功に終わ
るもの、失敗するもの、形態の変化を伴うものが少なくないのもこうした提携の成立・維
持の難しさに起因すると考えられる。
　しかし提携戦略がたとえ短期的であっても有効であるためには、適時正確なスクリーニ
ング・モニタリング活動が前提となるのはいうまでもあるまい。このためにはネットワー
ク組織論が議論する弱連結（loose　coupling）状態の維持もひとつの方策となる。
　ここから2つの問題が生まれる。企業が戦略的視野にたって提携を考慮する場合、その
基本的な効果は行動の弾力化と考えられる。それを支援するにはいかなる資源（＝情報）
を獲得し、また提携前、提携中における意思決定までの調整局面において何をスクリーニ
ング・モニタリングするかについての具体的考察をする必要がある。
結　　論
　ここで得られた結論は、提携戦略は過去の不均衡状態を解消するひとつの機会であるこ
とである。これは成果が一次的に得られるので、提携によって得られる直接的なメリット
として考えられる。また戦略的視野に立って提携を行う背景には、将来の比較優位もしく
は競争優位形成へのひとつの機会として考えられるからではないだろうか。これが提携の
間接的、しかし重要なメリットとして考える。
　その一方で一つの提携形態が長く維持されることはむしろ稀である。それが提挽の調整
・管理局面の難しさに起因することは多くの事例の観察からも、そして多くの研究からも
見いだせる。またこの論文は提携が維持されるための条件の多さについても明らかにした
つもりである。条件の多いことはやはり提携の不成立・撤退につながるだろう。
　また相手の持つ比較優位をどのように見極め、しかもどの様な形で獲得するかについて
の具体的考察が今後の課題となる。
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［注］
［1］例えば同一財生産においてある企業では費用逓減であり、ある企業では費用逓増であ
る場合にはどのような差があるのだろうか？　費用逓減と逓増の差は総費用に占める固
定費率に依存する。それは施設・設備費や人件費などがそれに該当する。そうした目に
みえる費用を低減化うしる説明要因として清報が考えられる。前述の通り情報は労働者
や施設に付随しているので、有能な機械の導入や経験の豊富な労働者の存在は固定費率
を低下させると考える。
［2］特に具体的な効果についてはContractor＆Lorange［1988］が詳しい。また理論的な原
理としては宮沢［1988］の連結の経済性などの議論がなされている。
［3］他にも、ネットワーク組織に関する議論や情報の経済学など情報を中核資源と捉えて
　組織間関係を見直す議論は盛んである。
［4］ただしその情報の質にっいては必ずしも明示的ではない。機会という情報に限られる
　ものもあれば、相手企業のもつ強みに関するものまで幅がある。特に後者に関してこう
　した情報獲得こそ本質的と考え、この考えから提携の一方的な効果の帰着を主張するも
のとして、Reich＆Mankin［1986］やHameLDoz＆Prahalad［1989］などがある。
［5］Alder［1990］は、情報量（経験量）の差が生産性の差を生むと考え、提携などの企業
間関係によって情報交換を促進し情報の格差を無くすことがtake　offの機会と考えてい
る。つまり市場への参入である。
［6］Abeggren＆Stalk［1985］，p230参照。これは海外企業が日本での販売の確立を考える
　ような場合には、当初進出段階では国内企業と結合し、日本側の支援のもとで進出する
　ものの、事業が軌道に乗れば、そこには市場情報が蓄積されているので、より強い支配
形態（資本関係など）をとるものと解釈できる。具体的には、明治との提携関係から独
立したボーデンやPDI業務などを独自に行うことを決めたメルセデスベンツ日本など。
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